
介護サービス事業等の基準条例にかかるＱ＆Ａ
○　記録の保存関係
　Ｑ　5年間保存すべき書類はどのようなものか

　Ａ　厚生労働省令に定める運営基準では「事業者は次の各号に掲げる記録を整備し、そ
の完結の日から2年間保存しなければならない」と規定されており、各サービスごと

に保存すべき記録の内容が定められております。

本市におきましては、サービスの質の確保を図る観点や介護報酬の返還に対応する
ため、保存すべき記録のうち「提供した具体的なサービスの内容等の記録」について
は5年間保存するよう、省令に上乗せして条例で規定したものです。

平成25年4月1日以降完結する記録は5年間の保存が必要となります。
「提供した具体的なサービスの内容等の記録」については、サービス提供表のみでなく、実施した具体的なサービス内容が記された介護記録、看護記録や経過記録などの書類がこれにあたります。

　　　なお、記録の保管については、必ずしも施設内でなくても良く、また、電子媒体による保管でも良いこととします。
○　食料及び飲料水の備蓄関係
　Ｑ　備蓄物資を保管する場所がないが、どうすれば良いか

　Ａ　施設・居住系サービスについては入所者・職員の３日分、通所系サービスについて
は一時的な滞在に必要な量の備蓄を義務化するよう条例で規定しております。
　　　保管場所については、災害時に即時活用できるよう施設内に保管するのが望ましい

のですが、保管場所の確保が困難な場合には、速やかに利用できることを条件に外部

の倉庫などでの保管や、業者との委託契約によるものでも良いものとします。
　外部保管や委託契約の場合には、保管場所からの運搬方法等について非常時に即応できるよう職員全員に周知をお願いいたします。

　また、委託の場合には、備蓄の品目や災害発生時の対応方法について契約で明確にするとともに、履行状況について少なくとも年1回程度は確認をお願いいたします。

　Ｑ　備蓄は経過措置期間に一度に用意することが必要か
Ａ　経過措置が設けられるサービス種別については、平成28年4月1日から施設・居
住系サービスについては入所者・職員の３日分、通所系サービスについては一時的な
滞在に必要な量の備蓄が義務化されるため、それまでの経過措置期間中に3分の１づつ計画的な備蓄を行っていただければ結構です。
　このように段階的に備蓄を行うことで、更新時も段階的な更新が可能となると考えております。
　Ｑ　通所系サービスの「一時的な滞在に必要な量」とはどれくらいの量なのか

　Ａ　通所系サービスの利用中に災害が発生した場合において、利用者が帰宅できない場
合のために備蓄をお願いするものです。

東日本大震災時には通所系サービス内での避難が長期化したケースもあり、今後、
３連動地震の被害想定を踏まえ変更となる場合もありえますが、現段階では通所系サ

ービスにおける「一時的な滞在に必要な量」とは、職員及び利用者に対する最低3食

分の食料及び飲料水とします。

　Ｑ　備蓄の品目などに制限はあるか
　Ａ　備蓄いただく品目等について、特段の定めをすることはしませんので、利用者の状
態像（身体状況、疾患、栄養状況等）を踏まえ各事業所で判断いただければ結構です。

また、備蓄物資については、一定年数ごとの更新が必要となりますので、更新前に

給食材料として活用できるような品目が効率的と考えております。

　Ｑ　飲料水として高架水槽や受水槽の活用は可能か

　Ａ　高架水槽や受水槽の水は、トイレなどの生活用水としても使われるため、その分も含め飲料用として常に充分な量があることや、非常時に水を汲むことができること、さらにその方法について職員に周知されていれば備蓄として取り扱うことは可能です。

　　ただし、危険分散の観点からすべての備蓄を受水槽等に頼るのではなく、一部はペットボトル等で保管いただくことが望ましいと考えております。
○　暴力団の排除関係
　Ｑ　「暴力団を利すること」とはどのようなことをいうのか
　Ａ　「暴力団を利すること」とは、暴力団及びその構成員と密接な関係を有する者と各
種の契約を行うことや、事業所で暴力団員等を雇用し、法外な報酬を支払うことなどが、これにあたります。

